


































る。   
これまで教育行政研究は，教育委員会運営や学校経営など教育政策の質的側面に対し，多くの  
有効なアプローチを行ってきた。財政面においては，文教施設費や教員研修費等の個別項目予算  
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はやはり，教育予算を教育政策の量的指標としてとらえ包括的に分析することが不可欠であると  
考えたためである。   
本稿ではこのような課題意識にもとづき，まず「政府の失敗」論を整理し，教育政策に適用す  
る際の分析視角を形成する。次に，教育政策の量的側面として，教育予算に対し計量分析を行い，  






























は，教育政策の変化をとらえるために視角を再構成する必要がある。   
したがって，「政府の失敗」論を，教育政策に引き付けて議論を行う際に，以下の点に留意しな  
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表2A 逐次チョウ。テストの結果  
AIC（他の期間区分と比較  
被説明変数  文部省予算   
示された期間区分  F値   して2以上小であれば有意）   
説明変数1  GDP   1973－76，1977－1998  18．762   661．3
説明変数2  GDP。在学者  1973－76，1977－1999  7．863   651．2   
被説明変数   「教育予算」   期間区分   F値   AIC   
説明変数1  GDP   1973－76，1977－1998  20．572   660．3   





と理解できる。   
以下，昭和52（1977）～平成10（1998）年度を，教育政策において行財政制約条件の強まった  
低成長期として，分析を行う。  
2．2 教育政策の受益者と教育予算の変動分析   
では，まず教育政策の量的規模が，拡大しているのどうか検討する。この際，何に対して教育  
政策が拡大しているのか，という尺度を設定する必要がある。本研究においては，教育政策の受  
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被説明変数   説明変数   β値（標準化  
回帰係数）  t値  調整済み決定 係数（R2乗値）   
当初予算  「教育予算」   全在学者数   －0．711  －4．519  0．48  20．419  
当初予算  国立学校特別会計への繰入  国立大学在学者数   0．由3  6．728  0．694  45．273  
当初予算  私学助成   私立学校在学者数   0．631  3．637  0．398  13．225  
当初予算  義務教育貴国庫負担金  義務教育諸学校在学者数  －0．477  －2．426  0．227  5．886  
1977－  0．388  1．883  0．151  3．545  
1998年度  全在学者数   －0．3  －1．408  0．09   1．983  
デフレート値  国立学校特別会計への繰入  国立大学在学者数   －0．569  －3．096  0．321  9．459  
デフレート値  私学助成   私立学校在学者数   －0．052  －0．234  0．003  0．0055  
デフレート値  義務教育費国庫負担金  義務教育語学校在学者数  －0．808  －6．131  0．653  37．591  
デフレート値  義務教育諸学校数員数  －0．188  －0．855  0．035  0．732   
当初予算  義務教育費国庫負担金  義務教育諸学校在学者数  －0．389  －1．582  0．152  2．502  
1983－  
1998年度  
デフレート値  義務教育費国庫負担金  義務教育語学校教員数  －0．833  －5．629  31．691   
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（1998）年度の当初予算における国立学校特別会計への繰入金，および私学助成費と在学者数の関  
































ると考える。   
教育政策内部の個別政策領域の増減をあらわしたのが，グラフ3Aである。変動の中核を担っ  
ている領域が，初等中等教育から，学術国際交流に移行していることが見て取れる。ただし，実  
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口数育改革  ■生涯学習／社会教育  
F初等中等教育  日高等教育  
□私学助成  8学術国際交流  
山体育・スポーツ  F芸術文化  
グラフ3A 教育予算の領域別変動  
際には初等中等教育のシェアが7割程度で継続していることを考えると，元来重点的であった政  
策領域を継続させながら，新たなる政策領域の拡大が起きている，と指摘できる。  








が「つぎたし的」に拡大したのか否かを，確認することができる。   
表3Aは重回帰分析を通じて示された，文部省予算の当初予算実額と，対前年度伸び額に対す  
る，それぞれの教育政策領域のインパクトをあらわしたものである。β値は，各変数の影響の大き  
さをあらわす指標である。   
予算そのものの拡大に貢献している要素は次のようになる。もともとの予算規模の大きい初等  
中等教育領域が，高い正のβ値を示しているのは当然の結果として，高等教育がマイナスのβ値  
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R2乗0．757／F佳6．218  
β組／t施   
刃口□ □□  0，594／3．TO8  
柑書   
涯学習  0．044／0．175  
芋l匡］□、 ′t  －0．098／一0．3（‖  
体育  0．170／0．790  
?????????
・文化  0．154／0．7柑  
R2乗0．995′F催391．453   
β櫨／t値  
初等中等教育   0．T17／8．818   
－1．614／－0．084   
私学助成   －0．021／－0．511   
生涯学習   －0．043／－0．775   
0．293／5．299  
0．105／1．948  
芸術・文イヒ  ー0．025／0．471  
表3A 教育政策領域の重回帰分析結果  
4．お わ り に  
以上の分析を通じて，教育政策における「政府の失敗」は進展したのか抑制されたのか，とい  

















が，その影響は限定されている。   
これを，低成長下における国家と教育政策とのマクロな枠組みの中で理解すると次のような構  
図が示されよう。すなわち，国家の教育政策は，他の公共政策と同様に行財政制約条件を受容し  
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